
 

●生物多様性は地球規模の課題。COP10 で採択された愛知目標は世界レベルで達成すべき柔軟な枠組みとして設定。 
●アンブレラ条約である生物多様性条約の包括的な傘の下、各分野で個別条約を含む様々な取組が存在。これらとの連携が重要。 
●既存の取組の継続・見直しは勿論、新たなアプローチの検討・展開も含め、わが国は愛知目標の達成に向けて積極的に寄与していくことが重要。 

COP10 前からの取組 COP10 前後に始まった取組 国際的取組の強化が期待される分野 

生物多様性の構成要素（種、生態系、遺伝子）の保全 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

持続可能な利用 

 

 

  

生物多様性及び生態系サービスから得られる恩恵の強化 

 

 

 

 

  

主流化 

 

 

 

  

科学的知見の集積 

 

 

 

  

*生物多様性条約の下でのプログラム等  + わが国は非加盟  （ ）内の数字は対応する愛知目標の番号（資料参照）     日本主導の国際イニシアティブ 

・生態系への圧力継続（開発・気候変動等） 

 

・生物資源の多くが減少 

・科学的知見の不足 

 

・科学と政策のつながりが不十分 

・利益配分の例は少ない

・多様性の損失が進んでいる可能性が高い 

（少なくとも家畜の品種の 5分の 1 は絶滅の危機） 

・持続可能でない消費が増加 

 

・生物多様性の損失の主因 

・種の絶滅の危険性が増大 

IUCN レッドリスト掲載種数： 

10,533 種（1996 年）→19,265 種（2011 年） 

生物多様性民間参画イニシアティブ 

・海洋及び陸水域の保護地域は不十分 

世界の保護区：陸域 12.2％、海域 5.9％ 

・脆弱な生物多様性を有する地域の多くで減少継続

・移入継続 

・効果的な管理事業を実施する国は限定的

ワシントン条約、ボン条約+、二国間渡り鳥条約、 
世界植物保全戦略*、IUCN レッドリスト 

＜条約等＞砂漠化対処条約、ラムサール条約、世界遺産条約、 
（ロンドン条約、気候変動枠組条約） 

＜国際的プログラム＞ 
【陸域】MAB（ユネスコ「人間と生物圏」計画）、 
保護地域作業計画*、渡り鳥生息地ネットワーク  
GPA、森林に関する協調パートナーシップ  

【海域】海洋保護区設置 2012 年目標*ICRI  
＜資金メカニズム＞CEPF、ライフウェブ・イニシアティブ* 

食料農業植物遺伝資源国際条約+ 
カルタヘナ議定書* 

グローバル侵入種プログラム（GISP） 

種の保全 

外来種管理 

生息地の保全 

遺伝資源 

侵略的外来種に関するリエゾングループ* 
◆生物多様性からみた気候変動の緩和、適応

ボンガイドライン* ABS 

生態系の回復・再生（生態系サービスの強化） 

ABS 名古屋議定書* 

（COP11 の議題案） 

◆共生型保全手法の適用 

◆海洋保全 

◆生態系の回復・再生 

名古屋・クアラルンプール補足議定書* 

SOS イニシアティブ（資金メカニズム） 

地球規模生物多様性概況第 3 版（GBO3）の評価 

（生物多様性の損失は継続） 

アジスアベバ原則とガイドライン 
世界農業遺産（GIAHS） 

認証制度（MSC、FSC 等） 
持続可能な利用 SATOYAMA イニシアティブ * 

地球規模生物多様性情報機構（GBIF） 
ミレニアム生態系評価、GBO 
モニタリングネットワーク（GEO-BON、AP-BON） 
アジア多様性情報イニシアティブ（ESABII） 

知識・科学技術 

生物多様性と生態系サービスに関する 
政府間科学政策プラットフォーム（IPBES） 

◆政策と科学のインターフェイスの構築 

◆科学基盤の強化 

◆生物多様性の価値と恵みの認識 

◆生物多様性に配慮した取組、ライフ 

スタイル、政策の実現 多様な主体の参画 
生物多様性民間参画パートナーシップ  

国連生物多様性の 10 年  
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◆ABS 名古屋議定書の早期発効 

（アジア保護地域パートナーシップ 
への動き ）

生態系と生物多様性の経済学（TEEB） 経済価値評価 

資料４－１ 生物多様性の課題に対する主な国際的取組 

◆地域における保護区のネットワーク化 

◆種の絶滅の防止 

◆遺伝子の多様性の維持 
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